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１．研究の背景と目的
　よく 21世紀を環境の時代だと言う。この言葉は環境問題が私たちの日常生
活でとても重要な課題として浮かび上がったということを意味する。
　今日、都市部での市民生活にとても大きい影響を及ぼす生活環境要素の一つ
が環境騷音だ。日常生活の質が向上していくことにつれて快適な生活環境に対
する市民のニーズが強く表出されている中、騒音は居住環境と密接な関係があ
る要素の故、さまざまな環境騷音（自動車騷音、建築騷音、機械騷音、生活騷
音など）に対する市民の関心が高くなってきた。これは近年、地方自治体に申
し立てられた請願の中で騒音に関するものが一番高い割合を占めていることか
らでもわかる。このような市民の生活環境に対する要求に応じて、行政主体の
環境騷音対策は満足するに値する支持を受けることができないのが実情だ。そ
の理由は計量的評価による環境政策の成果が客観的資料をもって提示されるこ
とができなかったからと言える。
　今日、大部分の都市部では、自動車専用道路の延長や高速道路の自動車運行
増加から起因する騷音、振動、排気ガスなどによって道路周辺環境がますます
悪くなっていく一方である。本研究は環境悪化による外部費用発生が道路周辺
の住宅価格や土地価格下落をもたらしているという点に着眼して、外部費用の
代表変数として自動車騷音を選定して、それが土地価格にどの程度影響を及ぼ
すかという分析をすることが主な目的である。
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　そのためにソウル市の内部循環道路を中心に分析した後、東京都の事例と比
較１ 分析することで都市管理及び都市交通政策の示唆を提示しようとする。
２．研究の範囲と方法
⑴　研究の範囲
　本研究の空間的範囲はソウル市内部循環道路と東京都環状 7号線道路の周辺
地域を設定する。また、時間的範囲はソウルの場合、主に 2002年から 2004
年までで、東京都環状７号線の場合、1987年から 1990年までの資料を基に
して 2002年資料を補って分析した。内容的範囲は自動車騷音が自動車専用道
路の周辺地域住民に及ぶ多様な影響の中、土地価格２に着目して経済的側面で
の影響を分析する。
⑵　研究の方法
　環境の質が住宅や労動市場の価格に及ぶ影響を分析して環境財貨の価値
と環境質の改善に対する便益を推定する方法がヘドニック価格法（hedonic 
price method：HPM）である（中村 1992、Freeman 1994、Louviere、et al、
2000）。
　自動車騷音と土地価格の間の関係を究明する本研究では分析のフレームと
して多様な環境価値評価技法を比較分析した結果、ヘドニック価格法が一
番適正だと判断し、この分析法を本研究の主な分析ツールとして活用した
（Mieszkowski and Saper 1978；Linneman 1980；岩田ほか、1985；Uyeno 
１ 2つの道路を比較分析する理由は、第一、ソウルと東京が都市の構造や機能、都
市政策面に類似性を持っていて比較評価が容易で、第二、道路の形態機能用量面で
も似ているからである。すなわち①自動車専用道路のかなり多くが高架道路の形態
で運営されており、②ソウル市と東京都の内部循環交通網を果たしていて幹線機能
が、③都市全体で占める交通量の処理面でも類似している。第三に騷音による経済
的価値変化を測定するのに必要な擬制市場である土地市場の資料確保が比較的容易
で、分析結果を相互応用するにも無理がないという点である。
２ 多様な土地価格の中一番客観的で資料収集が容易で実際の取引価格に近接してい
る公示地価を活用した。
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et al、1993；両陣優 2000）。
　本研究はヘドニック価格法の理論を基にソウル市内部循環道路において自
動車騷音が地価に及ぶ影響を分析する実証的研究を遂行した。その分析結果を
もって、東京都環状７号線事例（山崎 1991）と比較分析を行った。具体的な
分析過程を要約すると、下記のとおりである。
　第一に、土地価格に影響を及ぼす関連変数を把握した後、その中から特性変
数を選定する。
　第二に、選定された各変数に対する相関関係分析を通じて、変数間の関係及
び方向を把握する。
　第三に、土地価格を構成する個別特性変数が持つ具体的な影響の程度を分析
するために土地価格を従属変数にして、個別特性変数を独立変数にする多重回
帰分析を実施する。これはヘドニック価格関数では関数形態が固定されていな
いため、多様な関数形態の中で一番相応しい形態を選択しなければならないか
らである。
　第四に、ソウル市内部循環道路周辺の自動車交通騷音が土地価格に及ぶ影響
である潜在価格（implicit price）をそれぞれ推定し比較することによって、自
動車交通騷音が土地価格の変化にどの位影響を及ぼしたのかを分析する。
　第五に、自動車交通騷音による内部循環道路周辺地域の地価下落分と、自動
車騷音による社会全体的外部費用、そして車１台当たり外部費用を計算し比較
する。
　最後に、ヘドニック価格法を利用して大都市交通環境都市開発政策に対して
どのような応用が可能かを考察し、政策に対する示唆を提示する。
３．ヘドニック価格法
⑴　発展過程
　ヘドニック価格法はWaugh（1928）によって、ボストン卸売市場で野菜
の価格と品質の関係が究明されたところから研究が始まった。しかしヘド
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ニックという言葉はアメリカの自動車工業協会（Automobile  Manufacture 
Association）の Courtが 1939年発表した論文の中で初めて使用された（肥田
野 1998 : 18）。
　ヘドニック接近法の経済学的な背景は、Rosen（1974）と Freeman（1974）
による研究により 1970年代に入って理論としての明確な形態を持つように
なったと見られている。Rosenは、競争的な市場における財貨はそれぞれの
特性（characteristics）を持っており、その特性は効用を保有し、この効用の
合計によって財貨の価値が決まるというヘドニック仮説を基礎にして環境質
（environmental quality）の特性による内在価格を推定した。
　ヘドニック価格法の基本的な概念は、消費者たちが財貨そのものよりも財
貨を構成しているそれぞれの特性に対する価値を見出してから購入するという 
Lancaster（1966）の新消費者行動理論を根拠にしている。
　一般的に大気質や水質などのような環境質は住居地域の住宅価格に影響を及
ぼすようになり、他の条件が一定していると仮定した場合、環境の質が高い住
居地域の住宅価格が質の低い地域の住宅価格より高い。しかし環境の質は市場
で直接的に取り引きされる財貨ではないから、一般財貨のように経済価値を明
示するマーケットプライスが存在しない（Tietenberg, 2001: 34-35）。
　したがってこのような場合には環境の質に対する価値を含んでいる住宅市場
や土地市場などのような代替市場（surrogate market）の価格資料を利用する
方法でその価値を推定することができる（グァック 、 ジョン 1995）。
　初期のヘドニック価格法は主に住宅や土地の取引が行われる時に伴うさまざ
まな環境財に対する支払い意志推定に使われて来たが、今日はその研究範囲が
農畜産物の属性に対する価値分析、社会間接資本の環境価値、自動車の属性に
対する価値、通信産業の便益など広範囲に及んで拡大され、その精緻さも高く
なりつつある。
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⑵　関数式
　ヘドニック価格法は次のような３段階を経る。第１段階としてヘドニック価
格関数を推定する。住宅価格の属性が構造的特性（Ｓ）、近隣特性（Ｎ）、環境
特性（Ｑ）に簡単に仕分けされると仮定すれば、住宅価格Ｐは〈式１〉のよう
なヘドニック価格方程式で定義することができる。
　　P = f （S, N, Q）　　　　　　　　〈式 1〉
　ヘドニック価格法では関数形態が固定されていないから、多様な関数形態の
中で一番適合した形態を選択しなければならない。
　第２段階では環境の質に対する暗黙的価格を導出する。環境特性ベクター Q
の中で大気質を qで表すと qの限界内在価格（marginal implicit price : MIP）
はヘドニック価格関数Ｐを qで偏微分することで得ることができる。つまり q
の限界内在価格を Pqとすると、
δP
= Pq（S, N, Q）　　　　　　〈式２〉
δq
になる。この時、限界内在価格はｑ一単位をもっと持っている住宅を得るため
に支払わなければならない費用の増加を意味する。
　第３段階では環境変数に対する需要曲線を推定する。限界内在価格（MIP） 
= 限界支払い意志額（marginal willingness to pay : MWTP）を従属変数にして、
大気質である（q）と家計属性変数（H）を説明変数にする環境質に対する限界支
払い意志関数を推定することになる。
δP
（≡MWTP）=f（H, q）　　　　〈式３〉
δq
　ここで、Hは家計属性ベクターであり、qは環境要因の中で大気質変数であ
る。以上のすべての段階を経て qに対する需要関数が家計別で推定されたなら
q1→ q2ほど環境質が改善された時、便益は需要曲線以下の面積をもって測定
されるだろう。これを数学的に表現すると限界支払い意志関数を大気質変数に
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対して積分することによって大気質の改善による便益を計算することができる。
　　環境改善便益 =ʃ
q2
　q1
ƒ（H，q）dq　　　　〈式４〉
⑶　長短所
　ヘドニック価格法の長所は不動産市場など仮想市場（hypothetical market）
を前提にするので、より客観的評価で認められることができるとともに、ソー
シャルポリティクスの根拠として説得力を持ち、実質利用価値（actual use 
value）はもちろん選択価値（option value）まで評価可能で環境財の経済的価値
評価技法として相応しいという点だ。しかし短所は仮想市場が存在しない場合
には評価に困り、大量の資料確保と数理学的単純化による統計の持つ弱点が生
じ、その他特定変数間の多重共線性問題、異分散性問題などが存在する恐れが
ある点だ。
４．ソウル市内部循環道路自動車騷音の外部効果分析
⑴　分析対象地域
　自動車騷音３による土地価格の変化を分析するためにソウル市内部循環道路
周辺を分析対象地域に設定し、周辺 500ｍまでを影響圏と設定した（図１）。
　ソウル市内部循環道路は総延長 38.4km（内部本線は 22km、川辺北路は
16.4km）、トンネルは２ヶ所 3.54kmで、内部本線の車線数は 6車線（26m）、
川辺北路は８車線（35m）をもって 1998年 12月に開通し、現在１日平均通
行量は 17万 7456台、平均速度は 64.2km/時で 10トン以上の貨物車などは
制限されている。
３ 通常 4月中旬から 4月末までに測定された資料として、時間によって騷音の程度
が変わることができることを考慮して、午前・午後・夕方 3回にわたって測定され
た騷音値の平均を使って、測定地点が鉄筋コンクリートマンションの場合、1階・中
問層・屋上で測定した値の平均を使い、一戸建ては屋上で測定した値を使った。
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　自動車騷音による影響が地価に内在する可能性が高い住居地域を中心に８ヶ
所の圏域で 328ヶ所の筆地を標本として抽出した（表１）。専用住居地域、一
般住居地域［第 1種、第 2種①、②（①は７階以下、②は 12階以下）、第 3種］、
準住居地域、商業地域が存在するが、「専用住居地域と商業地域」はほとんど
なく、一般住居地域と準住居地域を中心に研究を進めた。
区間 行政区域 特徴 標本
A 麻浦区西大門区
－揚花大橋弘延市場（西大門）
－ワールドカップ競技場周辺一般3種が優勢 37
B 西大門区 －弘延市場-弘志門トンネル入口－西大門区弘恩洞と延喜洞周辺地域 19
C 鍾路区城北区
－弘志門－吉音校
－トンネルなどをパスする山岳と丘陵地域 31
D 城北区東大門区
－吉音校-馬場校
－周辺商業地域と住居地域間の緩衝地域 27
E 東大門区城東区
－馬場校－トンホ大橋北端
－中古米を中心の準住居土地利用 74
F 城東区竜山区
－トンホ大橋北端－盤浦大橋北端
－漢江辺に接した高級アパート立地地域 34
G 竜山区 －盤浦大橋－元曉大橋－漢江辺に接した地域でアパート立地 35
H 竜山区麻浦区
－元曉大橋－城山大橋
－漢江辺に接した一戸建て、長屋密集地域 71
表１　区間別地域特性
（出典）朴作成。以下の図表も同じ
図１　内部循環路周辺分析対象地域
A区間
（37標本）
B区間
（19標本） C区間
（31標本） D区間（27標本）
E区間
（74標本）
F区間
（34標本）
G区間
（35標本）
H区間
（71標本）
千葉大学　公共研究　第２巻第１号（2005年６月）
267
⑵　変数選定と分析フレーム
１）変数の定義
　本研究では交通騷音が公示地価に及ぶ影響を分析するために従属変数として
実際の取引価格の 80～ 90%に迫る公示地価（2003年 1月 1日基準）を用いた。
　また先行研究に対する分析を通じて、独立変数を立地的特性変数、近隣地区
的特性変数、構造的特性変数、環境的特性変数と大きく分けて設定した（表２）。
その他、土地価格に影響を及ぼすことができる地域的な属性はダミー変数で処
理して分析した。
２）分析のフレーム
　前述したように、自動車騷音が土地価格に及ぶ影響を分析するため環境財の
価値を間接的な方法で推定するヘドニック価格模型（hedonic price model）を
変　数 操　作　的　定　義 
従属変数 土地価格 測定地点の単位面積当たり公示地価
??
??
??
?
立地的
特性変数
容積率 測定地点の容積率
建蔽率 測定地点の建蔽率
用途地域
一般住居地域
一般 1種⑴
一般 2種⑵① /②
一般 3種⑶
準住居地域０
近隣地区的
特性変数
直線距離 内部循環道路までの直線距離
放射道路距離 隣接主要放射道路との直線距離
補助距離 隣接主要補助幹線道路との直線距離
地下鉄
距離 一番近い地下鉄の駅までの距離
都心時間 一番近い駅で都心（市庁駅）までかかる時間
構造的
特性変数
平均交通量 内部循環道路の 1日平均交通量
平均速度 内部循環道路の 1日平均速度
道路の形態 一般道路０、高架道路⑴
防音壁有無 内部循環道路の防音壁未設置０、設置⑴
トンネル有無 内部循環道路区間にトンネルなし０、ある⑴
環境的
特性変数 道路交通騷音 測定地点での騷音
表２　変数の操作的定義
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適用したが、説明能力が高い回帰式を構成するために土地価格に影響を及ぼす
ことと予想されるすべての特性を把握してこれを回帰式に含ませた。本研究の
ための分析のフレームは図２に示すとおりである。
⑶　ヘドニック価格関数推定
１）地価決定要因間の相関関係
　土地価格資料に対する多重回帰分析を実施するのに先立って、内部循環道路
の標本地域に対する変数間の相関関係分析を通じて土地価格に影響を及ぼすこ
とと予想される各々の土地特性変数が土地価格に対して持つ関係の程度と方向、
そして個別変数間の相関関係を探ってみた（キム、カン 2000）。
　すると用途地域を区分しないで全体地域（全体標本 328個）に対する地価
図２　分析フレーム
独立変数
立地的特性
● 容積率
● 建蔽率
● 用途地域
地域的特性
環境的特性
● 交通騒音
近隣的特性
● 直線距離
● 放射道路距離
● 地下鉄距離
● 都心時間
行動的特性
● 交通量
● 平均速度
● 内部循環道路の形態
● 防音壁有無
● トンネル有無
従属変数
公示地価
ヘ
ド
ニ
ッ
ク
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法
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析
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決定要因間の相関関係を分析した結果、地価と騷音は最初の予想と一致しない
という結果となった。
　したがって一般住居第 1種、一般住居第 2種①、一般住居第 2種②、一般
住居第 3種、準住居など 5ヶ所の用途地域別で騷音が地価に及ぶ影響を分析
した結果、一般住居第 1種及び一般住居第 2種①地域で騷音が地価に否定的
な影響があると確認されたので、この 2つの地域の標本（観測標本：114個）
に対して地価決定要因間の相関関係を分析することにする。
　地価と 12個の地価決定要因間の相関関係をよく見れば、表３でわかるよう
に要因間の相関係数は最低 0.00から最高 0.88までの範囲で有意水準が相当広
く現われた。騷音の程度と地価との相関性はあまり高くなかったが、 騷音が地
価に相当なマイナス影響を及ぼすことと考える一般意見と違い、実際その影響
はわずか（－0.02）であることがわかる。
　全体的に見れば地価特性変数 12個中、内部循環道路までの直線距離、放射
道路までの距離、地下鉄駅との距離、1日交通量、自動車走行速度が地価と有
意な係わり合いを持っていることがわかる。変数が土地価格に対して持つ符号
は一般的に認識した予想符号とかなり多く一致すると証明できたが、都心所要
時間とダミー変数である高架有無、防音壁有無の各項目で一致しない結果に
なった。ここでは高架有無と一日交通量が他の変数と高い相関関係（0.84）を
持っていて、多重共線性の問題が起こることがわかる。
２）ヘドニック価格関数の推定
　ヘドニック価格関数を導出するために土地価格を従属変数にして 12個の
地代特性変数を独立変数にする多重回帰分析を扇形、準ログ、逆準ログそし
て二重ログなど 4種類の関数形態別で適用して実施した（表４）。このために
SAS8.0統計パッケージを利用した多重回帰分析を実施した。
　独立変数はすべての変数を投入する入力（Enter）方式と統計的有意水準
が高い手順によって変数を順次に投入する段階別回帰分析方法（stepwise 
ソウル市内部循環道路と東京都環状 7号線道路の自動車騷音の外部効果比較分析
270
公
示
地
価
騷
音 度
容
積 率
直
線
距
離
放
射
距
離
補
助
距
離
地
下
鉄
距
離
都
心
所
要
時
間
ト
ン
ネ
ル
有
無
高
架
有
無
防
音
壁
有
無
1
日
交
通
量
平
均
速
度
公
示
地
価
1.
00
-0
.0
2
0.
33
0.
24
 *
*
-0
.1
8 
*
-0
.0
8
-0
.1
6*
0.
20
**
-0
.1
0
0.
20
**
-0
.2
6*
**
-0
.3
2*
**
0.
36
**
*
騷
音
度
1.
00
0.
34
-0
.0
2
-0
.0
6
0.
19
*
0.
05
0.
35
**
0.
10
0.
45
**
-0
.1
4*
**
-0
.5
9*
**
0.
59
**
*
容
積
率
1.
00
-0
.0
9
-0
.2
2*
*
-0
.2
5*
**
-0
.2
9*
**
-0
.2
0*
*
-0
.1
7*
-0
.0
9
-0
.1
1
0.
01
0.
22
**
直
線
距
離
1.
00
0.
05
-0
.2
0*
*
-0
.3
8*
**
0.
15
-0
.3
8*
**
0.
32
**
*
-0
.2
5*
**
-0
.2
2*
*
0.
35
**
*
放
射
距
離
1.
00
-0
.2
2*
*
-0
.0
3
0.
15
-0
.3
9*
**
0.
32
**
*
0.
16
*
-0
.0
1
0.
09
補
助
距
離
1.
00
0.
81
**
*
0.
33
**
*
0.
88
**
*
-0
.0
8
0.
02
-0
.2
2*
*
-0
.2
5*
**
地
下
鉄
距
離
1.
00
0.
24
**
0.
83
**
*
-0
.1
3
0.
16
*
-0
.0
7
-0
.4
0*
**
都
心
所
要
時
間
1.
00
0.
21
**
0.
70
**
*
0.
00
-0
.7
6*
**
0.
49
**
*
ト
ン
ネ
ル
有
無
1.
00
-0
.3
1*
**
0.
08
-0
.0
7
-0
.4
0*
**
高
架
有
無
1.
00
0.
15
-0
.8
4*
**
0.
72
**
*
防
音
壁
有
無
1.
00
-0
.1
2
-0
.1
9*
*
1
日
交
通
量
1.
00
-0
.7
7*
**
平
均
速
度
1.
00
*
:
p<
0.
1，
**
:
p<
0.
05
，
**
*
:
p<
0.
01
表
３
　
地
価
と
特
性
変
数
間
相
関
関
係
分
析
千葉大学　公共研究　第２巻第１号（2005年６月）
271
regression method）を並行して分析した（ナム、イ 2002）。このような多重回
帰分析で重要な問題である変数間多重共線性（multi-collinearity）の存在有無
に対する検証も実施した。
　多重共線性の存在を診断するために相関関係分析結果と分散膨脹係数
（Variance Inﬂation Factors, VIF）などを通じて点検した。その結果、当初ト
ンネル有無、平均走行速度と一日交通量の分散膨張因子が多重共線性の危険性
を抱えていた。したがって多重共線性がある平均走行速度とトンネル有無を除
いた 10個の特性変数と地価との関係を 4種類のヘドニック価格関数を通じた
回帰係数と t値を推定した。
　まず、本模型は横断面資料を使っているところ変数間誤差項の異分散問題を
考慮する必要があるため、White検定を実施した。検定統計量は chi-square
分布に付いてすべての関数式で誤差項が同分散という帰無仮説は 10% 有意水
準で準ログと二重ログだけが棄却されなく、準ログと二重ログ関数の誤差項は
区　分
関数模型
一般扇形
（yi＝α＋β・ｘi）
逆準ログ
（yi＝α＋β・lnｘi）
準ログ
（lnyi＝α＋β・ｘi）
二重ログ
（lnyi=α＋β・lnｘi）
回帰係数 t値 回帰係数 t値 回帰係数 t値 回帰係数 t値
定数 3,298,316.00 6.30*** 9,582,840.00 4.06*** 15.72589 38.71*** 21.2322 11.56***
騷音度 -30,954.00 -6.20*** -1,639,949.00 -5.86*** -0.02495 -6.44*** -1.3266 -6.09***
容積率 6,375.62 5.79*** 1,076,916.00 5.62*** 0.00502 5.88*** 0.8428 5.65***
直線距離 152.52 0.68 19,694.00 0.53 0.00014 0.81 0.0198 0.78
放射距離 -10.97 -1.76* -32,452.00 -2.08** 0.00001 1.54 -0.0221 -1.94*
補助距離 -298.50 -0.97 -16,723.00 -0.47 -0.00016 -0.68 -0.0115 -0.42
地下鉄距離 44.16 1.03* 68,921.00 1.81* 0.00001 1.25 0.0352 1.19
都心所要時間 -6,347.17 -1.69 -134,630.00 -2.06** -0.00559 -1.79* -0.1103 -.2.52**
高架有無 -114,445.00 -1.07 -8,751.00 -1.40 -0.12596 -1.51 -0.041 -2.55**
防音壁有無 -590,563.00 -4.70*** -626,621.00 -4.65*** -0.45279 -4.64*** -0.4778 -4.55***
交通量 -5.25 -5.21*** -566,484.00 -4.56*** 0.00000 -5.66*** -0.4799 -4.96***
F 値 11.02*** 10.74*** 11.67*** 12.11***
R2 0.5169 0.5104 0.5311 0.5404
White 検証 20.27 17.38 12.46* 10.21***
注　* : p<0.1、** : p<0.05、*** : p<0.01
表４　回帰式の推定
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異分散性が現われないことに帰結された。
　ヘドニック価格関数の候補に選定された 4種類の関数式は選択された独立
変数、寄与度で違いはあるが、R2は 0.51～ 0.54の範囲でそれほど高くはな
いがそれなりに独立変数の説明力を示しており、F値は 10.74～ 12.11の範囲
に分析され、すべての式で 1％水準で有意したこととして現われた。結果的に、
回帰係数の統計的有意性、決定係数、F値、異分散性検証などを総括的に比較
分析すれば、二重ログ模型が相対的に良好な関数模型なのがわかる。
　一方、ヘドニック価格関数をより正確に推定するために前の図１で見るよう
に地域 Aから地域 Hまでの固有特性を考慮するために地域 Aを基準ダミーで
使って回帰式を推定したが、R2は 0.5404から 0.6533に増加するが模型によっ
て地域ダミーの符号が変わるなど不安定性を見せる４。
　しかし値に大きい差はなく、模型の安全性、独立変数の有意性、地域ダミー
の符号及び有意性などを勘案すれば、むしろダミー変数なしに回帰分析する推
定過程がもっと有意性が高いと判断できる。このため、ログ扇形（二重ログ）
関数をヘドニック価格関数として選定して自動車騷音による地価の影響度を判
断しようと思う。
５．自動車騷音の外部効果評価
　先に分析した二重ログ関数で交通騷音度の推定係数は－1.3266で 1％水準
で有意するように現われる。交通騷音が 10％減少すれば、公示地価は平均的
に 13.266％ 増加すると通常的に解釈することができる。これは平均騷音の
10％である約 5.6dBが減少する事によって平均的に㎡当たり 15万 4714ウォ
ン（=116万 6246ウォン× 0.13266）の地価上昇効果をもたらすことがわかる５。
　しかし、このような解釈には少しの方法論的誤差があると考えられる。すな
わち二重ログ式である lnYの回帰式は扇形式だが、実際地価に対する関数式
４ 282ページ参照。
５ 283ページ参照。
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を得るために両側に e値を取れば Y=αXβになり、β値が－1.3266であるこ
とで Xを下にする指数式になる。関数Ｙの曲線の傾きは Xによってそれぞれ
違うが、等しい Xの変化割合による Y値の変化割合は同じで、Y値段の変化
割合の決定は X値の変化割合大きさに関係があり、Xの変化割合が無限小に
近くなれば Y値の変化割合は X値変化割合の 132.66%に収束して減少される。
　すなわち騷音度が 10％増加する場合、地価はいつも 13.266％の割合で減少
するのではなく、騷音度が 10％増加すれば地代は約 11.88％が減少して騷音
度 5％が増加すれば地価は約 6.27％減少するが、このような変化割合は騷音度
の変化率によって決まり、その大きさとは無関係である６。
　内部循環道路周辺 300m以内の地域を騷音が地価に影響を及ぼす研究対象
地域で見れば、ソウル市全体地域の中で第 1種及び第 2種①地域の占める割
合は平均 48.6％（26.1/53.7）に至っており、内部循環道路周辺沿道地域の自
動車騷音による総社会的費用は住居地域騷音基準値 55dBを適用した場合、約
2664億ウォンが導出される７。一方、内部循環道路で 200～ 300m距離の騷
音平均値である 54.1dBを適用した時、社会的費用は 4805億ウォンと算出さ
れる（表５）。
　参考までに一日自動車 1台が 1kmを走行しながら発生させる騷音による社
会的費用は総社会的費用に年間割引率、平均交通量、総延長などを適用して求
めることができるが、1日車当たり騷音による社会的費用は騷音基準値を適用
した時 5.36ウォン /kmである。
６ 283ページ参照。
７ 計算根拠 : （33,025.7（円 /㎡） × 16,599,625（㎡）* × 0.486 = 266,432,118,386ウォ
ン）
 *:ソウル市数値地図（国立地理院製作）を活用した内部循環道路直線半径 300m 以
内地域の面積で漢江辺を除いた旧積資料である。
８ 東京都環状 7号線の自動車騷音による外部効果評価は日本の上智大学経済学部教
授である山崎福寿氏が 1991年「日本環境科学会誌 4（科）号」pp251～ 264に掲載
した内容を参照して、資料補完と内容を追加した。
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６．東京都事例比較分析８
⑴　分析対象地域
　日本東京都の環状 7号線道路は東京都内の特別区 13の地域を通過する環状
型自動車道路として区間ごとに多様な名前で呼ばれるが、全体で都道環状 7号
線と呼ばれ、総延長は 56.5km、一日平均交通量は 4万 9695台である。
　環状７号線では直線距離 500ｍ以内地域を調査対象地域にし（図３）、第 1
区　分
騷音基準値
基準
200 ～ 300m
騷音基準
基準騷音度（dB） 55 54.1
地価減少率（%） 2.75% 4.86%
騷音費用（ウォン /㎡） 33025.7 59,564
総騷音費用（千ウォン） 266,432,118 480,529,284
車当たり
km 走 行
騷音費用
割引率（5%）
（千ウォン）
13,321,606 24,026,464
総延長（/km）
（千ウォン）
346,917
（千ウォン）
625,689
交通量
（/365/177,456 台）
5.36 ウォン
/km
9.66 ウォン
/km
表５　騒音基準による社会的費用変化
図３　東京都環状７号線分析対象地域
 環状７号線
千葉大学　公共研究　第２巻第１号（2005年６月）
275
種専用住居地域の標本数は 198ヶ所、第１種専用住居地域以外の地域の標本
数に 292ヶ所を選定した。ソウル市と異なり、東京都の用途地域仕分けで特
徴的なことは第 1種専用住居地域が広い部分を占めるという事である。
⑵　変数の定義
　東京都環状７号線の交通騷音が土地価格に及ぶ影響を分析する部分で従属
変数や独立変数の定義は大部分ソウル市内部循環道路分析での定義と大同小異
である。先に従属変数で公示地価を使って、独立変数で容積率と建蔽率の定義
は勿論、 直線距離（環状７号線までの直線距離）、放射道路距離、地下鉄距離
（STA）、交通量と自動車騷音の定義も等しいが、都心時間（CBD）は一番近
い駅で東京駅や大手町駅までにかかる時間を言う。
 　測定基準時点の場合交通量は 1989年、自動車騷音は 1987～ 89年、他の
変数の資料は 1990年資料である（山崎 1991）。この他にも土地価格に影響を
及ぼすと予想される変数はたくさん存在するが、このような変数はダミー変数
として地域的な属性の説明変数として処理した。
⑶　ヘドニック価格関数の推定結果
１）推定方法
　東京都環状 7号線の地価と騷音の関係を分析するために、2段階最小自乗法
を利用した。2段階最小自乗法では先に第 1段階で内生変数である騷音を外生
変数で回帰させて推定値を求めて、第 2段階では地価を第 1段階で求めた騷
音の内挿法推定値に回帰させて回帰係数を推定した。
２）回帰方程式と推定結果
　地価に対して第１種住居専用地域のみを対象として二重ログ、準ログ、扇形
の 3種類模型を利用して推定した結果、二重ログ、準ログ模型の場合、騷音
はもちろん STA（最短駅間距離）と CBD（都心所要時間）も常識的に予想さ
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れる符号条件を満たしており、有意水準と説明力も高く現われた。しかし扇形
ログを利用した場合、「騷音」は有意で、符号条件も満足しているが、「STA」
と「CBD」など接近距離と時間は変数の符号条件が満たされない。容積率と
建蔽率の場合、容積率は予想される符号条件を満たすことができないのに比
べて、建蔽率は予想される符号条件を満たしている。以上の結果を要約すれば、
1％の騷音増加は約 0.41％地価を低下させることがわかる。
　騷音に対する模型を第 1種住居専用地域に関して推定した結果、二重ログ
と扇形それぞれにおいて環状 7号線までの距離が長いほど騷音が減少すると
いう結果が導き出され、二重ログは放射道路までの距離においても有意するよ
うに減少しているという結果を得た。これに対して、交通量においてはあまり
有意した結果を得ることができなかった９。
　一方、残りの説明変数である STAや CBD、容積率は有意な結果を得ること
ができず、建蔽率は扇形ログの場合有意性と説明力があることがわかった。ま
たダミー変数の推定値からわかるように道路交通と連繋性がない騷音の水準は
環 7の東よりも西の方が低いことで現われた。
　上の結果を総合すれば、地価を対数関数で推定した回帰式は理論的に予想さ
れる符号条件をほとんど満足させているし、また騷音度対数関数型で推定する
のが望ましいこともわかり、対数関数型中二重ログの推定が一番良好な結果を
引き出したと分析できる。
　上記の方法で第 1種住居専用地域以外の地域にあっても同じ回帰式を行っ
て推定した結果、第 1種住居専用地域を他の地域と比べて見た場合、これら
地域はもう住居地域に順化されているため騷音に対しても敏感に応じるのに比
べ、第 1種住居専用地域以外の商業地域や工業地域の土地需要者は騷音にあ
まり影響を受けないと分析できる。
　むしろ商業地域や工業地域では道路交通の利便性が地価上昇に寄与する要素
であり、このような便利性は騷音と大きな係わり合いを持っているので、商業
９ 283ページ参照。
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や工業地域では騷音が符号条件を満たさないと解釈することができる。
⑷　自動車騷音の外部効果分析
　自動車騷音の被害がどの程度発生するのか計算するために第 1種住居専用地
域を対象で R2値が大きくて予想符号も符合する二重ログの回帰係数を利用し
て分析する事にする。先に第 1種住居専用地域のすべての標本で、道路の端
からの距離（代数）lnDと騷音（代数）lnNの平均値を求めて、その座標（5.1445, 
3.9537）と騷音の減少（－ 0.0766）から、切片（a0）と環境基準値（N0）に
同等な地点の環状 7号線道路からの距離 d0を求める。 図４の三角形 a0N0E0を
真数の座標で変換させたことが環状 7号線の一方面で発生している環境基準
を上回る騷音の合計である。
　環境基準ではなく環状 7号線から 200ｍ以上離れた地点の標本平均値（N1）
を利用して、その数値を上回る数値を現した地域を騷音から被害を被っている
地域と仮定するときには、被害の臨界値を現わす距離を d1とすれば、
　lnN = 4.348 ‒ 0.077lnD,　d0 = 4.038,   d1 = 5.829　　〈式５〉
　次に lnNと lnPの平均値の座標 （3.9537, 5.7174） 及び騷音の限界的な効果
（－ 0.412）から
図４　道路の端からの距離と騒音
N
0 D
a0
d0 d1
N0 E0
N1
（5.1445 , 3.9537）
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　lnP = 7.3455 － 0.412 lnN　　　〈式６〉
を得ることができる。
　図５は〈式５〉を〈式６〉に代入して図で表したものである。 ここで格子模
様部分と斜線部分の面積は道路の一方面から 3.3㎡位部分に発生した地価の低
減額である 10。すなわち格子模様部分の面積は、環境基準以上の騷音が発生し
たときに、それを被害だと認識した場合の地価低減額で、斜線部分を含んだ全
体面積は 200ｍ以上離れた地点の騷音平均値を基準にして、それを上回った
時に被害が発生したと認める場合の地価低減額を現している。
　これを 2倍（道路の両側で発生するから）して、 1000ｍ /3.3ｍを掛ければ、
沿道 1㎞当たり毎日自動車走行によって発生した騷音の外部費用の現在価値
を求めることができる。
　環状 7号線道路周辺（総延長 56.5㎞）全体に拡張すれば、その総額は騷音
の外部費用の現在価値に換算すると約 1599億円になり、金利が 3％とすると、
年間約 48億円の被害が環状７号線道路周辺で発生することになる。
　これを一日の平均交通量 4万 9695台を基準で計算すると、車 1台の 1㎞走
10 ここで 3.3㎡ということは地価が坪単位で測定されている結果を反映しているから
である。
図５　道路片端での低減額
P（価格）
D（距離）１ e
d0 ed1
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行によって発生した騷音の外部費用は 4.7円 /㎞になる。
７．都市交通政策への示唆
⑴　道路通行料計算
　自動車 1台による社会的費用をヘドニック価格関数及び回帰分析を利用し
て計量化することができ、これを道路利用者に負担させることができるという
論理を提示することができる。
　ソウル市内部循環道路の場合自動車１台 /kmによる社会的費用は 5.36ウォ
ンなので、これを総延長に拡大適用すると 205.8ウォンという数値が導き出さ
れる。これを自動車騷音に対する環境費用で徴収することにより内部循環道へ
の各種騷音対策、近隣住民たちに対する防音対策費用として提供することがで
きると言える（ここでは建設費用に対する回収概念は省略している）。
⑵　周辺地価を考慮した道路建設
　自動車専用道路、特に高架道路周辺地域の沿道住宅の場合、環境費用が便
益を上回る場合が多い。すなわち交通の利便性より、騷音に伴って起こる振動、
大気汚染、地域分断による歩行不便、景観悪化など社会的費用がもっと大きい
ということである。
　先程二重ログ模型を通して高架有無の回帰係数は－0.041となった。高架道
路がある地域はない地域に比べて㎡の地価が約 4.0％低いことがわかる。すな
わち高架道路がある地域はない地域より 1㎡当たり 5万 1382ウォン多く社会
的費用を支払っている。これは内部循環道路の沿道住民ひとりひとりに土地 1
坪当たり 16万 9560ウォンの価値を下落させる結果をもたらしているという
結論に至ることとなる。
　したがって、これから高速道路や自動車専用道路（幹線道路を含む） などを
建設する時にはなるべく高架道路を抑え、一般道でも地下道路などを検討しな
ければならないだろう。
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⑶　防音便益及び補償額算定
　沿道建物による社会的便益も計算することができる。ソウル市内部循環道路
の沿道開発による防音ビルの社会的便益を計算して見れば防音ビル 1ｍの限
界的な建設によってできる社会的便益は 166.2万ウォンになる 11。
　その他、防音壁設置による経済的便益と騷音被害補償額の算定等に活用する
ことができるだけではなく、道路騷音対策の優先順位選定を通じる効率的な財
源分配など各種騷音低減対策を効率的に執行することができる計画を樹立する
のを助けることができる。
８．結論
　本研究は内部循環道路周辺地域に居住することで住民たちが受けるようにな
る多様な否定的影響の中、自動車騷音による土地価値の下落という経済的被害
を計量的に評価しようと試みた。
　このためにヘドニック価格法を活用して地価に内在した自動車騷音の潜在
価格を推定するため多重回帰分析（Multiple regression analysis）を適用し、
自動車騷音の社会的費用を推定した。そして、その結果次のような分析結果を
導き出した。
　第一に、土地価格において自動車騷音による否定的影響が存在するという一
般的認識は実証的分析を通じて事実として確認された。しかし土地全体ではな
く、内部循環道路周辺地域の場合、一般住居第 1種地域や第 2種①地域に限
定されている。
　第二に、ヘドニック価格関数（二重ログ）を通した多重回帰式推定で、騷音
度の地価に対する回帰係数は－1.3266と計算され、相当関係があるというこ
とがわかった。
11 計算根拠 : 騷音度回帰係数÷100m以内騷音平均値×地代平均額×（Σ（距離帯×騷
音減衰量）×年間利率 =1.327÷60.19×1,284,546×（20×16.7+10×13+10×11.6+10
×10.9+50×9.7）×0.05=1,662,395ウォン
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　第三に、自動車騷音による社会的費用を測定した結果、ソウル市内部循環道
路ではすべて騷音費用が 2664億ウォンと算出された。
　第四に、自動車騷音の外部効果評価計算方法論において通常的な二重ログ
関数の通常的計算方式が、まだ誤謬あるいは誤差を内包している可能性が高く、
今後これに対する補完研究が必要である。
　第五に、ヘドニック価格関数による環境価値の評価方法は都市行政学分野に
も導入が必要で、多くの分野に拡大適用が可能と言える。
　しかしこのような成果にもかかわらず、本研究はいくつかの限界と同時に下
記のような課題を持っている。
　第一に、自動車の走行による騷音だけではなく振動や大気汚染による被害が
発生している。すなわち騷音変数一つだけの結果ではなく、地価の下落分は様々
な要因による被害を反映している可能性が高い。
　第二に、住民たちが他の地域に転居する時、多くの費用が発生する。この場
合には地価の変化は環境の変化に対する住民たちの選好度を極めて一部だけし
か反映しなくなる。
　第三に、本研究は分析対象地が個別に持つ自動車騷音度を等しい条件で一
斉に測定せず、人力・装備等の不足のため、不可避に既存測定資料の利用と一
部補完測定資料が混在されることになり、正確性を欠く恐れがあるという点だ。
今後の研究では、このような限界を乗り越えることができる方策を模索したい。
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二重ログ 扇　形
Const
ln（STA）
ln（CBD）
ln（R7）
ln（DR）
ln（TRA）
ln（容積率）
ln（建蔽率）
　a
　b
　c
　d
　e
　f
　h
　i
　j
　k
　l
　m
　p
3.5371
-0.0059
-0.1198
-0.0766
-0.0310
0.0971
-0.0463
0.1713
0.0828
-0.0079
-0.0945
-0.1444
-0.1654
-0.1243
-0.2359
-0.3096
-0.1258
-0.0310
-0.2554
0.0110
-0.0294
（3.39）
(-0.31）
(-1.17）
(-7.79）
(-2.46）
（0.92）
(-0.76）
（1.32）
(-1.56）
(-0.13）
(-1.56）
(-1.96）
(-1.69）
(-2.22）
(-2.74）
(-2.43）
(-1.72）
(-0.59）
(-4.53）
（0.12）
(-0.59）
Const
STA
CBD
R7
DR
TRA
容積率
建蔽率
　a
　b
　c
　d
　e
　f
　h
　I
　j
　k
　l
　m
　p
43.8247
0.0007
-0.0801
-0.0111
-0.0011
-0.00008
-0.0127
0.3322
-6.9220
-3.1746
-7.8610
-10.7901
-13.4250
-9.2076
-13.9441
-20.1663
-9.1847
-5.1873
-13.9457
-2.3168
-0.7792
（5.28）
（0.43）
(-0.29）
(-4.23）
(-0.65）
（0.51）
(-0.92）
（2.96）
(-2.11）
(-0.82）
(-1.97）
(-2.32）
(-2.21）
(-2.75）
(-2.54）
(-2.56）
(-1.81）
(-1.61）
(-4.00）
（-0.45）
(-0.26）
決定係数　（PR）
残差平方化 （SSR）
標本数 （Sample Size）
0.4842
2.0960
198
0.3529
7613.911
198
（　）内は時間値である。
〈脚注９の表〉
区　分 sample 最小 最大 平均 標準差
1種
地価
29
898,000 1,570,000 1,007,517 166,837
騒音 41 58 52.76 3.55
2 種
（7階）
地価
85
659,000 2,040,000 1,220,400 292,051
騒音 46 72 57.33 6.18
計
地価
114
659,000 2,040,000 1,166,246 281,021
騒音 41 72 56.17 5.96
〈脚注５の表〉
騒音増加率 X（騒音度）
地価減少比率
（10%基準）
基準値 50 －
0.001% 50.0005 13.2658%
1% 50.5 13.1134%
5% 52.5 12.5350%
10% 55 11.8772%
〈脚注６の表〉
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